
議案第１８号 

甲賀市史跡公園条例の制定について 

 上記の議案を提出する。 

   令和７年２月１４日 

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   甲賀市史跡公園条例 

 （設置） 

第１条 史跡の保存を図るとともに、郷土の歴史及び文化を学び、体験を通して郷

土愛の高揚に資するため、甲賀市史跡公園（以下「史跡公園」という。）を設置

する。 

 （名称及び位置） 

第２条 史跡公園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

紫香楽宮跡宮町史跡公園 甲賀市信楽町宮町１２３７番地 

紫香楽宮跡鍛冶屋敷史跡公園 甲賀市信楽町黄瀬１０５４番地１ 

 （管理） 

第３条 史跡公園及びその附帯施設（以下「史跡公園等」という。）は、甲賀市教

育委員会（以下「教育委員会」という。）が管理する。 

 （行為の制限） 

第４条 史跡公園において、次に掲げる行為をしようとする者は、教育委員会の許

可を受けなければならない。許可に係る事項を変更しようとするときも、同様と

する。 

 （１） 物品の販売、募金その他これらに類する行為をすること。 

 （２） 業として写真又は動画を撮影すること。 

 （３） 興行、展示会、集会その他これらに類する催しのため、史跡公園の全部

又は一部を独占して使用すること。 

２ 教育委員会は、行為の目的、方法等が次の各号のいずれかに該当するときは、

前項の許可をしないものとする。 

 （１） 史跡公園等を破損するおそれがあるとき。 

 （２） 公安又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

 （３） 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益に

なると認められるとき。 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、史跡公園等の管理運営上支障があると認め

られるとき。 

 （入園料） 



第５条 史跡公園の入園料は、無料とする。 

 （原状回復の義務） 

第６条 史跡公園等の利用者（以下「利用者」という。）は、史跡公園等の利用が

終わったときは、速やかに史跡公園等を原状に回復し、又は搬入した物件を撤去

しなければならない。 

 （損害賠償の義務） 

第７条 利用者は、故意又は過失により史跡公園等を損傷し、又は滅失したときは、

それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、教育委員会が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、史跡公園等の管理及び運営に関し必要な事

項は、教育委員会が別に定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定め

る日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 第４条第１項の規定による利用の許可その他の準備行為は、この条例の施行の

日前においても行うことができる。 
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議案第１８号参考資料



議案第１９号  

甲賀市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい  

て  

上記の議案を提出する。   

令和７年２月１４日  

甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   甲賀市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例  

 甲賀市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１６年甲賀市条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

 第８条の４第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまでの

子」に改め、同条第３項中「（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態とし

て当該子を養育することができるものとして規則で定める者に該当する場合におけ

る当該職員を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同条第４項中「とある

のは「第１５条第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時か

ら翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、第２項中「３歳に満たない子

のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「第１５条

第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護

者を介護」と、」を「とあり、並びに第２項及び前項中「小学校就学の始期に達す

るまでの子のある職員が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは

「第１５条第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるところにより、

当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０

時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、第２項中」に改め、「と、

前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、常態として当該子を養育することができるものとして規則で定め

る者に該当する場合における当該職員を除く。以下この項において同じ。）が、規

則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する

要介護者のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」」を削

る。 

 第１５条第１項中「規則で定める者」の次に「（第１７条の２第１項において「配

偶者等」という。）」を加える。 

 第１７条の次に次の２条を加える。 

 （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に

至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する

制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）



その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（同

条において「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するための面談そ

の他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４月

１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を知ら

せなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 （１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

 （２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

 （３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１９号参考資料 

甲賀市職員の勤務時間、休暇等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限） 

第８条の４ （略） 第８条の４ （略） 

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規

則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、

当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、第８条第２項に規定する勤務（災害その他

避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項において

同じ。）をさせてはならない。 

２ 任命権者は、３歳に満たない子                のある職員が、規

則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場合には、

当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合を除き、第８条第２項に規定する勤務（災害その他

避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項において

同じ。）をさせてはならない。 

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員       

                                                              

                                                              

                                    が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員

の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を

除き、１月について２４時間、１年について１５０時間を超えて、第

８条第２項に規定する勤務をさせてはならない。 

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員

の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を養育するこ

とができるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職

員を除く。以下この項において同じ。）が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育するために請求した場合には、当該請求をした職員

の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を

除き、１月について２４時間、１年について１５０時間を超えて、第

８条第２項に規定する勤務をさせてはならない。 

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職

員について準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始

４ 前３項の規定は、第１５条第１項に規定する要介護者を介護する職

員について準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始
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期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるも

のが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を養育することがで

きるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあり、並び

に第２項及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「第１５

条第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該要介護者を介護」と、第１項中「深夜における」とあるのは

「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」

と、第２項中                                                 

「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著

しく困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」           

                                                              

                                                              

                                                              

                                                              

                                                              

                                              と読み替えるもの

とする。 

期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるも

のが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下こ

の項において同じ。）において常態として当該子を養育することがで

きるものとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除

く。）が、規則で定めるところにより、当該子を養育」とあるのは「第

１５条第１項に規定する要介護者のある職員が、規則で定めるところ

により、当該要介護者を介護」と、「深夜における」とあるのは「深

夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と、

第２項中「３歳に満たない子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する要介護者

のある職員が、規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と、

「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著

しく困難である」とあるのは「公務の運営に支障がある」と、前項中

「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当

該子の親であるものが、常態として当該子を養育することができるも

のとして規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。以

下この項において同じ。）が、規則で定めるところにより、当該子を

養育」とあるのは「第１５条第１項に規定する要介護者のある職員が、

規則で定めるところにより、当該要介護者を介護」と読み替えるもの

とする。 

５ （略） ５ （略） 

（介護休暇） （介護休暇） 
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第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、

父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者（第１７条の２第１項

において「配偶者等」という。）で負傷、疾病又は老齢により規則で

定める期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者をいう。以下同

じ。）の介護をするため、任命権者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継

続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範

囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務し

ないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、

父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者                     

                              で負傷、疾病又は老齢により規則で

定める期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者をいう。以下同

じ。）の介護をするため、任命権者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継

続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範

囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務し

ないことが相当であると認められる場合における休暇とする。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認

等） 

第１７条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要と

する状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と

介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条において「介

護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介

護両立支援制度等の申告、請求又は申出（同条において「請求等」と

いう。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を

講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する

年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項

に規定する事項を知らせなければならない。 
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（勤務環境の整備に関する措置） 

第１７条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行わ

れるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

（２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

（３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措

置 

 

   付 則  

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 



議案第２０号 

 甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 上記の議案を提出する。 

   令和７年２月１４日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 



甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

甲賀市国民健康保険税条例（平成１６年甲賀市条例第４６号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第１項中「１００分の７．０」を「１００分の７．３５」に改める。 

第５条中「２４，５００円」を「２５，７００円」に改める。 

第５条の２第１号中「２０，０００円」を「２０，８００円」に改め、同条第２

号中「１０，０００円」を「１０，４００円」に改め、同条第３号中「１５，００

０円」を「１５，６００円」に改める。 

第６条中「１００分の２．５」を「１００分の２．７」に改める。 

第７条の２中「８，３００円」を「９，９００円」に改める。 

第７条の３第１号中「６，６００円」を「７，３００円」に改め、同条第２号中

「３，３００円」を「３，６５０円」に改め、同条第３号中「４，９５０円」を「５，

４７５円」に改める。 

第８条中「１００分の２．３」を「１００分の２．３５」に改める。 

第９条の２中「１０，０００円」を「１０，８００円」に改める。 

第９条の３中「６，３００円」を「６，０００円」に改める。 

第２３条第１項第１号ア中「１７，１５０円」を「１７，９９０円」に改め、同

号イ（ア）中「１４，０００円」を「１４，５６０円」に改め、同号イ（イ）中「７，

０００円」を「７，２８０円」に改め、同号イ（ウ）中「１０，５００円」を「１

０，９２０円」に改め、同号ウ中「５，８１０円」を「６，９３０円」に改め、同

号エ（ア）中「４，６２０円」を「５，１１０円」に改め、同号エ（イ）中「２，

３１０円」を「２，５５５円」に改め、同号エ（ウ）中「３，４６５円」を「３，

８３３円」に改め、同号オ中「７，０００円」を「７，５６０円」に改め、同号カ

中「４，４１０円」を「４，２００円」に改め、同項第２号ア中「１２，２５０円」

を「１２，８５０円」に改め、同号イ（ア）中「１０，０００円」を「１０，４０

０円」に改め、同号イ（イ）中「５，０００円」を「５，２００円」に改め、同号

イ（ウ）中「７，５００円」を「７，８００円」に改め、同号ウ中「４，１５０円」

を「４，９５０円」に改め、同号エ（ア）中「３，３００円」を「３，６５０円」

に改め、同号エ（イ）中「１，６５０円」を「１，８２５円」に改め、同号エ（ウ）

中「２，４７５円」を「２，７３８円」に改め、同号オ中「５，０００円」を「５，



４００円」に改め、同号カ中「３，１５０円」を「３，０００円」に改め、同項第

３号ア中「４，９００円」を「５，１４０円」に改め、同号イ（ア）中「４，００

０円」を「４，１６０円」に改め、同号イ（イ）中「２，０００円」を「２，０８

０円」に改め、同号イ（ウ）中「３，０００円」を「３，１２０円」に改め、同号

ウ中「１，６６０円」を「１，９８０円」に改め、同号エ（ア）中「１，３２０円」

を「１，４６０円」に改め、同号エ（イ）中「６６０円」を「７３０円」に改め、

同号エ（ウ）中「９９０円」を「１，０９５円」に改め、同号オ中「２，０００円」

を「２，１６０円」に改め、同号カ中「１，２６０円」を「１，２００円」に改め、

同条第２項第１号ア中「３，６７５円」を「３，８５５円」に改め、同号イ中「６，

１２５円」を「６，４２５円」に改め、同号ウ中「９，８００円」を「１０，２８

０円」に改め、同号エ中「１２，２５０円」を「１２，８５０円」に改め、同項第

２号ア中「１，２４５円」を「１，４８５円」に改め、同号イ中「２，０７５円」

を「２，４７５円」に改め、同号ウ中「３，３２０円」を「３，９６０円」に改め、

同号エ中「４，１５０円」を「４，９５０円」に改める。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の甲賀市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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議案第２０号参考資料 

 

甲賀市国民健康保険税条例新旧対照表 

改正案 現行 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に

係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の７．３５を乗じて算定する。 

第３条 前条第２項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に

係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額

から同条第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得

金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に１０

０分の７．０  を乗じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

５，７００円とする。 

第５条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

４，５００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８

号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８

号の規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以
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下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同

日の属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。）をいう。次号、第７条の３及び第２３条第１項に

おいて同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過す

る月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、

第７条の３及び第２３条第１項において同じ。）以外の世帯 ２０，

８００円 

下同じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同

日の属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。）をいう。次号、第７条の３及び第２３条第１項に

おいて同じ。）及び特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であって特定月以後５年を経過す

る月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの

（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、

第７条の３及び第２３条第１項において同じ。）以外の世帯 ２０，

０００円 

（２） 特定世帯 １０，４００円 （２） 特定世帯 １０，０００円 

（３） 特定継続世帯 １５，６００円 （３） 特定継続世帯 １５，０００円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に１０

０分の２．７を乗じて算定する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金額等に１０

０分の２．５を乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人につい

て９，９００円とする。 

第７条の２ 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人につい

て８，３００円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 
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第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ７，３００円 （１） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，６００円 

（２） 特定世帯 ３，６５０円 （２） 特定世帯 ３，３００円 

（３） 特定継続世帯 ５，４７５円 （３） 特定継続世帯 ４，９５０円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額） （介護納付金課税被保険者に係る所得割額） 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の２．３５を乗じて算定する。 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基

礎控除後の総所得金額等に１００分の２．３  を乗じて算定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保

険者１人について１０，８００円とする。 

第９条の２ 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保

険者１人について１０，０００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） （介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について６，０

００円とする。 

第９条の３ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について６，３

００円とする。 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額

からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６

５万円を超える場合には、６５万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が２４万円を超える場合には、２４万円）並びに同条第４

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に

対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額

からア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が６

５万円を超える場合には、６５万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が２４万円を超える場合には、２４万円）並びに同条第４
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項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合

算額とする。 

項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合には、１７万円）の合

算額とする。 

（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５第１項

に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除

額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者に

あっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納

税義務者 

（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定す

る給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万円を超

える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５第１項

に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除

額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金

等の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者に

あっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を超える者に限

る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納

税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額
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 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １７，９９０円 

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １７，１５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，５６０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １４，０００円 

（イ） 特定世帯 ７，２８０円 （イ） 特定世帯 ７，０００円 

（ウ） 特定継続世帯 １０，９２０円 （ウ） 特定継続世帯 １０，５００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ６，９３０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ５，８１０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ５，１１０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，６２０円 

（イ） 特定世帯 ２，５５５円 （イ） 特定世帯 ２，３１０円 

（ウ） 特定継続世帯 ３，８３３円 （ウ） 特定継続世帯 ３，４６５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について ７，５６０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について ７，０００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て ４，２００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て ４，４１０円 
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（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２９万５千円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２９万５千円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １２，８５０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １２，２５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，４００円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １０，０００円 

（イ） 特定世帯 ５，２００円 （イ） 特定世帯 ５，０００円 

（ウ） 特定継続世帯 ７，８００円 （ウ） 特定継続世帯 ７，５００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ４，９５０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について ４，１５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 



7/10 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３，６５０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３，３００円 

（イ） 特定世帯 １，８２５円 （イ） 特定世帯 １，６５０円 

（ウ） 特定継続世帯 ２，７３８円 （ウ） 特定継続世帯 ２，４７５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について ５，４００円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について ５，０００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て ３，０００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て ３，１５０円 

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５４万５千円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除

く。） 

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得

金額の合算額が、４３万円（納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５４万５千円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて ５，１４０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて ４，９００円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，１６０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，０００円 
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（イ） 特定世帯 ２，０８０円 （イ） 特定世帯 ２，０００円 

（ウ） 特定継続世帯 ３，１２０円 （ウ） 特定継続世帯 ３，０００円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について １，９８０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について １，６６０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

（ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，４６０円 （ア） 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，３２０円 

（イ） 特定世帯 ７３０円 （イ） 特定世帯 ６６０円 

（ウ） 特定継続世帯 １，０９５円 （ウ） 特定継続世帯 ９９０円     

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について ２，１６０円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について ２，０００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て １，２００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て １，２６０円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割
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額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について

次に定める額 

（１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について

次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，８５５円 ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，６７５円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ６，４２５円 イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ６，１２５円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 １０，２８０円 ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ９，８００円   

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １２，８５０円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １２，２５０円 

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学

児１人について次に定める額 

（２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の

被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学

児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，４８５円 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １，２４５円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，４７５円 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，０７５円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，９６０円 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３，３２０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４，９５０円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４，１５０円 

３ （略） 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

３ （略） 
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２ この条例による改正後の甲賀市国民健康保険税条例の規定は令和７

年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分ま

での国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 



 

 

議案第２１号 

甲賀市小集落改良住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和７年２月１４日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

   甲賀市小集落改良住宅条例の一部を改正する条例 

 甲賀市小集落改良住宅条例（平成１６年甲賀市条例第８６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 付則中第３項を削り、第４項を第３項とする。 

 別表第１西住宅の項を削る。 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



1/1 

議案第２１号参考資料 

甲賀市小集落改良住宅条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （設置場所） 

第２条 改良住宅の名称及び設置場所は、別表第１のとおりとする。 

 （設置場所） 

第２条 改良住宅の名称及び設置場所は、別表第１のとおりとする。 

   付 則    付 則 

 （経過措置）  （経過措置） 

 ３ 第１１条に規定する家賃の額の西改良住宅については、平成１７年

３月３１日までは、月額５，５００円とする。 

３ （略） ４ （略） 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

名称 設置場所 

（略） 

大久保住宅 

 

甲賀市甲賀町大久保 

 

名称 設置場所 

（略） 

大久保住宅 甲賀市甲賀町大久保 

西住宅 甲賀市信楽町西 
 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



議案第２２号 

甲賀市福祉医療費助成条例及び甲賀市老人福祉医療費助成条例の一部を改正する

条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和７年２月１４日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴  



   甲賀市福祉医療費助成条例及び甲賀市老人福祉医療費助成条例の一部  

   を改正する条例 

 （甲賀市福祉医療費助成条例の一部改正）  

第１条 甲賀市福祉医療費助成条例（平成１６年甲賀市条例第９０号）の一部を次

のように改正する。  

  第４条の見出しを「（受給券等）」に改め、同条第２項に次のただし書を加え

る。  

   ただし、受給券の交付を受けた助成対象者が受給券に代えて、行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード及びオンライン資格確認端

末を用いる方法により、助成対象者の資格に係る情報の照会を行い、保険医療

機関等が当該情報を取得及び閲覧することができる場合は、この限りでない。  

 （甲賀市老人福祉医療費助成条例の一部改正）  

第２条 甲賀市老人福祉医療費助成条例（平成１６年甲賀市条例第１０１号）の一

部を次のように改正する。 

  第４条の見出しを「（受給券等）」に改め、同条第２項に次のただし書を加え

る。 

   ただし、受給券の交付を受けた助成対象者が受給券に代えて、行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律

第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード及びオンライン資格確認端

末を用いる方法により、助成対象者の資格に係る情報の照会を行い、保険医療

機関等が当該情報を取得及び閲覧することができる場合は、この限りでない。  

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



1/2 

議案第２２号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市福祉医療費助成条例新旧対照表 

改正案 現行 

（受給券等） （受給券 ） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項の規定により受給券の交付を受けた助成対象者又は保護者が、

前条第１項の規定により、福祉医療費の助成を受けようとする場合は、

健康保険法第６３条第３項第１号の保険医療機関若しくは保険薬局又

は同法第８８条第１項の指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」

という。）において医療の給付を受ける際、当該保険医療機関等に受

給券を提示しなければならない。ただし、受給券の交付を受けた助成

対象者が受給券に代えて、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第

７項に規定する個人番号カード及びオンライン資格確認端末を用いる

方法により、助成対象者の資格に係る情報の照会を行い、保険医療機

関等が当該情報を取得及び閲覧することができる場合は、この限りで

ない。 

２ 前項の規定により受給券の交付を受けた助成対象者又は保護者が、

前条第１項の規定により、福祉医療費の助成を受けようとする場合は、

健康保険法第６３条第３項第１号の保険医療機関若しくは保険薬局又

は同法第８８条第１項の指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」

という。）において医療の給付を受ける際、当該保険医療機関等に受

給券を提示しなければならない。                                 
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＜第２条関係＞ 

甲賀市老人福祉医療費助成条例新旧対照表 

改正案 現行 

（受給券等） （受給券 ） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項の規定により受給券の交付を受けた助成対象者が、前条第１項

の規定により老人福祉医療費の助成を受けようとする場合は、健康保

険法第６３条第３項第１号の保険医療機関若しくは保険薬局又は同法

第８８条第１項の指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」とい

う。）において医療の給付を受ける際、当該保険医療機関等に受給券

を提示しなければならない。ただし、受給券の交付を受けた助成対象

者が受給券に代えて、行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項

に規定する個人番号カード及びオンライン資格確認端末を用いる方法

により、助成対象者の資格に係る情報の照会を行い、保険医療機関等

が当該情報を取得及び閲覧することができる場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により受給券の交付を受けた助成対象者が、前条第１項

の規定により老人福祉医療費の助成を受けようとする場合は、健康保

険法第６３条第３項第１号の保険医療機関若しくは保険薬局又は同法

第８８条第１項の指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」とい

う。）において医療の給付を受ける際、当該保険医療機関等に受給券

を提示しなければならない。                                     

                                                              

                                                              

                                                              

                                                            

                                

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 



議案第２３号  

 甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び甲賀市特
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   甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及 

   び甲賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

   基準を定める条例の一部を改正する条例 

 （甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年甲賀市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第５項中「第７条第２号」を「第７条第１項第２号」に改める。 

  第７条第１号中「を行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を実

施する」に改め、同条第３号中「この号」の次に「及び第６項第１号」を加え、

同条に次の６項を加える。 

 ２ 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携施設の確

保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを

満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることができ

る。 

  （１） 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保すること。 

  （２） 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

   ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役割

の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

   イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにす

るための措置が講じられていること。 

 ３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２８条に規定する小規模保育事

業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項に

おいて「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲

げる事項に係る連携協力を行うものをいう。 

 ４ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれかを

満たすときは、第１項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

  （１） 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した場合には、

次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

   ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の分



担及び責任の所在が明確化されていること。 

   イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするた

めの措置が講じられていること。 

  （２） 市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保の促進の

ために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく困

難であること。 

 ５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携

協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各

号に定めるものをいう。 

  （１） 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号

において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育

が提供される場合 小規模保育事業Ａ型事業者等 

  （２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘

案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

 ６ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用

しないこととすることができる。 

  （１） 市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭

的保育事業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱

う措置その他の家庭的保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用

乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育又は保育が提供さ

れるよう必要な措置を講じているとき。 

  （２） 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設

の確保が、著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

 ７ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事業者等

は、法第５９条第１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が２０

人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲

げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなければな

らない。 

  （１） 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成を受けて

いる者の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とする



ものに限る。） 

  （２） 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とす

る施設であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳

児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けて

いるもの 

  第１７条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

  第４６条中「第７条第１号」を「第７条第１項第１号」に改める。 

  付則第３条中「第７条本文」を「第７条第１項本文」に、「５年」を「１５年」

に改める。 

 （甲賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第２条 甲賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（平成２６年甲賀市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  第３８条第１項中「Ａ型をいう。」及び「Ｂ型をいう。」の次に「第４３条第３

項において同じ。」を加える。 

  第４３条第１項中「この項」の次に「から第７項まで」を加え、同項第１号中

「を行う」を「（次項において「保育内容支援」という。）を実施する」に改め、

同項第３号中「この号」の次に「及び第６項第１号」を加え、同条中第４項を第

１１項とし、同項の前に次の１項を加える。 

 １０ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２

項第２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（付則

第４条において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第

１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

  第４３条第３項中「を行う者であって、第３８条第２項の規定により定める利

用定員が２０人以上のもの」を「（第３８条第２項の規定により定める利用定員が

２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」という。）

を行う者」に改め、同項を同条第９項とし、同条第２項中「にあっては」の次に

「、第１項本文の規定にかかわらず」を加え、同項を同条第８項とし、同条第１

項の次に次の６項を加える。 

 ２ 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連携施設の



確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全て

を満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用しないこととすることがで

きる。 

  （１） 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確保するこ

と。 

  （２） 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

   ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれぞれの役

割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

   イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにす

るための措置が講じられていること。 

 ３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規

模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項において「小規模保育

事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携

協力を行うものをいう。 

 ４ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件のいずれか

を満たすときは、第１項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

  （１） 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保した場合に

は、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

   ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。 

   イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするた

めの措置が講じられていること。 

  （２） 市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確保の促進

のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者の確保が著しく

困難であること。 

 ５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に係る連携

協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各

号に定めるものをいう。 

  （１） 特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次



号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保

育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型事業者等 

  （２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘

案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

 ６ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適用

しないこととすることができる。 

  （１） 市長が、児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による調整を行うに当たっ

て、特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳

未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者

による特定地域型保育の提供の終了に際して、当該満３歳未満保育認定子ど

もに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・

保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

  （２） 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。 

 ７ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保育事業者は、

児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定員が

２０人以上のものに限る。）であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号

に掲げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなけれ

ばならない。 

  （１） 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施

設（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

  （２） 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１

項に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号

に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係

る地方公共団体の補助を受けているもの 

  付則第４条中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育事

業者を除く。）」を加え、「５年」を「１５年」に改める。 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



1/12 

議案第２３号参考資料 

＜第１条関係＞ 

甲賀市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

（家庭的保育事業者等の一般原則） （家庭的保育事業者等の一般原則） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育事業を行う場所を除く。次項、

第７条第１項第２号、第１５条第２項及び第３項、第１６条第１項並

びに第１７条第１項において同じ。）には、法に定めるそれぞれの事

業の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。 

５ 家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育事業を行う場所を除く。次項、

第７条第２号      、第１５条第２項及び第３項、第１６条第１項並

びに第１７条第１項において同じ。）には、法に定めるそれぞれの事

業の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。 

６ （略） ６ （略） 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居

宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、

第１５条第１項及び第２項、第１６条第１項、第２項及び第５項、第

１７条並びに第１８条第１項から第３項まで並びに付則第３条におい

て同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及

び家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童

に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６

条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教育をいう。

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居

宅訪問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、

第１５条第１項及び第２項、第１６条第１項、第２項及び第５項、第

１７条並びに第１８条第１項から第３項まで並びに付則第３条におい

て同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及

び家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童

に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６

条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教育をいう。
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第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。）、幼

稚園（同項に規定する幼稚園をいう。）又は認定こども園（同項に規

定する認定こども園をいう。）（以下「連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。ただし、連携施設の確保が著しく困難で

あると市が認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事

業を除く。第１７条第２項第３号において同じ。）を行う家庭的保育

事業者等については、この限りでない。 

第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に掲

げる事項に係る連携協力を行う保育所（子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号）第７条第４項に規定する保育所をいう。）、幼

稚園（同項に規定する幼稚園をいう。）又は認定こども園（同項に規

定する認定こども園をいう。）（以下「連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。ただし、連携施設の確保が著しく困難で

あると市が認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事

業を除く。第１７条第２項第３号において同じ。）を行う家庭的保育

事業者等については、この限りでない。 

（１） 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育

の適切な提供に必要な家庭的保育事業者等に対する相談、助言その

他の保育の内容に関する支援（次項において「保育内容支援」とい

う。）を実施すること。 

（１） 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育

の適切な提供に必要な家庭的保育事業者等に対する相談、助言その

他の保育の内容に関する支援を行う                            

                こと。 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用

乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児にあっては、第４３条に規

定するその他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第６項第１号

において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して、当該利用乳

幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育又は保育を提供すること。 

（３） 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用

乳幼児（事業所内保育事業の利用乳幼児にあっては、第４３条に規

定するその他の乳児又は幼児に限る。以下この号                

において同じ。）を、当該保育の提供の終了に際して、当該利用乳

幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育又は保育を提供すること。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による保育内容支援の実施に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲
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げる要件の全てを満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用し

ないこととすることができる。 

（１） 家庭的保育事業者等が保育内容支援連携協力者を適切に確保

すること。 

（２） 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 家庭的保育事業者等と保育内容支援連携協力者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じない

ようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、第２８条に規定する小規

模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を

行う者（第５項において「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）

であって、第１項第１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをい

う。 

 

４ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる

要件のいずれかを満たすときは、第１項第２号の規定を適用しないこ

ととすることができる。 

（１） 家庭的保育事業者等が代替保育連携協力者を適切に確保した

場合には、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めること。 

ア 家庭的保育事業者等と代替保育連携協力者との間でそれぞれの

役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう
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にするための措置が講じられていること。 

（２） 市長が家庭的保育事業者等による代替保育連携協力者の確保

の促進のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力者

の確保が著しく困難であること。 

５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定めるものをいう。 

（１） 家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業

所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業

所において代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型事業者

等 

（２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規

模等を勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有する

と市が認める者 

 

６ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規

定を適用しないこととすることができる。 

（１） 市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たっ

て、家庭的保育事業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児

を優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引

き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じてい

るとき。 

（２） 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る
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連携施設の確保が、著しく困難であると認めるとき（前号に該当す

る場合を除く。）。 

７ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保

育事業者等は、法第５９条第１項に規定する施設のうち次に掲げるも

の（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が適当と

認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う施設又

は事業所として適切に確保しなければならない。 

（１） 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成

を受けている者の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定する

業務を目的とするものに限る。） 

（２） 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を

目的とする施設であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保

育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地

方公共団体の補助を受けているもの 

 

（食事の提供の特例） （食事の提供の特例） 

第１７条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条

第１項の規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に

対する食事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」

という。）において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により

行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、

当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的

保育事業所等において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の

第１７条 次の各号に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条

第１項の規定にかかわらず、当該家庭的保育事業者等の利用乳幼児に

対する食事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施設」

という。）において調理し家庭的保育事業所等に搬入する方法により

行うことができる。この場合において、当該家庭的保育事業者等は、

当該食事の提供について当該方法によることとしてもなお当該家庭的

保育事業所等において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の
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調理機能を有する設備を備えなければならない。 調理機能を有する設備を備えなければならない。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村

（特別区を含む。第２２条第２項において同じ。）等の栄養士又は

管理栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けら

れる体制にある等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が行わ

れること。 

（２） 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市町村

（特別区を含む。第２２条第２項において同じ。）等の栄養士     

          により、献立等について栄養の観点からの指導が受けら

れる体制にある等、栄養士              による必要な配慮が行わ

れること。 

（３）～（５） （略） （３）～（５） （略） 

２ （略） ２ （略） 

（連携施設に関する特例） （連携施設に関する特例） 

第４６条 保育所型事業所内保育事業を行う者にあっては、連携施設の

確保に当たって、第７条第１項第１号及び第２号に係る連携協力を求

めることを要しない。 

第４６条 保育所型事業所内保育事業を行う者にあっては、連携施設の

確保に当たって、第７条第１号      及び第２号に係る連携協力を求

めることを要しない。 

付 則 付 則 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等は、連携施設の確保が著しく困難であって、

子ども・子育て支援法第５９条第４号に規定する事業による支援その

他の必要な適切な支援を行うことができると市が認める場合は、第７

条第１項本文の規定にかかわらず、施行日から起算して１５年を経過

する日までの間、連携施設の確保をしないことができる。 

第３条 家庭的保育事業者等は、連携施設の確保が著しく困難であって、

子ども・子育て支援法第５９条第４号に規定する事業による支援その

他の必要な適切な支援を行うことができると市が認める場合は、第７

条本文      の規定にかかわらず、施行日から起算して５年  を経過

する日までの間、連携施設の確保をしないことができる。 
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＜第２条関係＞ 

甲賀市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

改正案 現行 

第３８条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業を除く。）の利用定員

（法第２９条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章にお

いて同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以下とし、

小規模保育事業Ａ型（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）第２７条に規定する小規模保育事

業Ａ型をいう。第４３条第３項において同じ。）及び小規模保育事業Ｂ

型（同条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。第４３条第３項におい

て同じ。）にあっては６人以上１９人以下とし、小規模保育事業Ｃ型（同

条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。付則第４条において同じ。）

にあっては６人以上１０人以下とし、居宅訪問型保育事業にあっては１

人とする。 

第３８条 特定地域型保育事業（事業所内保育事業を除く。）の利用定員

（法第２９条第１項の確認において定めるものに限る。以下この章にお

いて同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以下とし、

小規模保育事業Ａ型（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）第２７条に規定する小規模保育事

業Ａ型をいう。              ）及び小規模保育事業Ｂ

型（同条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。          

    ）にあっては６人以上１９人以下とし、小規模保育事業Ｃ型（同

条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。付則第４条において同じ。）

にあっては６人以上１０人以下とし、居宅訪問型保育事業にあっては１

人とする。 

２ （略） ２ （略） 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４３条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。

以下この項から第７項までにおいて同じ。）は、特定地域型保育が適

正かつ確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供される

よう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又

は保育所（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければなら

第４３条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。

以下この項              において同じ。）は、特定地域型保育が適

正かつ確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供される

よう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又

は保育所（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければなら
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ない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であると市が認める地域

において特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者について

は、この限りでない。 

ない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であると市が認める地域

において特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者について

は、この限りでない。 

（１） 特定地域型保育の提供を受けている満３歳未満保育認定子ど

もに集団保育を体験させるための機会の設定、特定地域型保育の適

切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助言その他

の保育の内容に関する支援（次項において「保育内容支援」という。）

を実施すること。 

（１） 特定地域型保育の提供を受けている満３歳未満保育認定子ど

もに集団保育を体験させるための機会の設定、特定地域型保育の適

切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助言その他

の保育の内容に関する支援を行う                              

              こと。 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受

けていた満３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する

満３歳未満保育認定子どもにあっては、第３８条第２項に規定する

その他の小学校就学前子どもに限る。以下この号及び第６項第１号

において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に際して、

当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の

希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育・保

育を提供すること。 

（３） 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受

けていた満３歳未満保育認定子ども（事業所内保育事業を利用する

満３歳未満保育認定子どもにあっては、第３８条第２項に規定する

その他の小学校就学前子どもに限る。以下この号                

において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に際して、

当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の

希望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育・保

育を提供すること。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による保育内容支援の実施に係る連

携施設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に

掲げる要件の全てを満たすと認めるときは、前項第１号の規定を適用

しないこととすることができる。 

（１） 特定地域型保育事業者が保育内容支援連携協力者を適切に確
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保すること。 

（２） 次のア及びイに掲げる要件を満たすこと。 

ア 特定地域型保育事業者と保育内容支援連携協力者との間でそれ

ぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 保育内容支援連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じない

ようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項各号の保育内容支援連携協力者とは、小規模保育事業Ａ型若し

くは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（第５項にお

いて「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）であって、第１項第

１号に掲げる事項に係る連携協力を行うものをいう。 

 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げ

る要件のいずれかを満たすときは、第１項第２号の規定を適用しない

こととすることができる。 

（１） 特定地域型保育事業者が代替保育連携協力者を適切に確保し

た場合には、次のア及びイに掲げる要件を満たすと市長が認めるこ

と。 

ア 特定地域型保育事業者と代替保育連携協力者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

イ 代替保育連携協力者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること。 

（２） 市長が特定地域型保育事業者による代替保育連携協力者の確

保の促進のために必要な措置を講じてもなお当該代替保育連携協力

 



10/12 

者の確保が著しく困難であること。 

５ 前項各号の代替保育連携協力者とは、第１項第２号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者であって、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定めるものをいう。 

（１） 特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は

事業所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は

事業所において代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型事

業者等 

（２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規

模等を勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有する

と市が認める者 

 

６ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規

定を適用しないこととすることができる。 

（１） 市長が、児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による調

整を行うに当たって、特定地域型保育事業者による特定地域型保育

の提供を受けていた満３歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う

措置その他の特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供の

終了に際して、当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教育・保育が提供さ

れるよう必要な措置を講じているとき。 

（２） 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係

る連携施設の確保が著しく困難であると認めるとき（前号に該当す
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る場合を除く。）。 

７ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において、特定地域型保

育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち次に掲

げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が

適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う

施設又は事業所として適切に確保しなければならない。 

（１） 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設

置する施設（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的

とするものに限る。） 

（２） 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３

９条第１項に規定する業務を目的とする施設であって、同法第６条

の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を

行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

 

８ 居宅訪問型保育事業を行う者は、家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準第３７条第１号に規定する乳幼児に対する保育を行う場

合にあっては、第１項本文の規定にかかわらず、当該乳幼児の障害、

疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を受け

られるよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設（児童福祉法第４

２条に規定する障害児入所施設をいう。）その他の市の指定する施設

（以下この項において「居宅訪問型保育連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。ただし、居宅訪問型保育連携施設の確保

が著しく困難であると市が認める地域において居宅訪問型保育を行う

居宅訪問型保育事業者については、この限りでない。 

２ 居宅訪問型保育事業を行う者は、家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準第３７条第１号に規定する乳幼児に対する保育を行う場

合にあっては                              、当該乳幼児の障害、

疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を受け

られるよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設（児童福祉法第４

２条に規定する障害児入所施設をいう。）その他の市の指定する施設

（以下この項において「居宅訪問型保育連携施設」という。）を適切

に確保しなければならない。ただし、居宅訪問型保育連携施設の確保

が著しく困難であると市が認める地域において居宅訪問型保育を行う

居宅訪問型保育事業者については、この限りでない。 
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９ 事業所内保育事業（第３８条第２項の規定により定める利用定員が

２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」

という。）を行う者については、第１項本文の規定にかかわらず、 

連携施設の確保に当たって、同項第１号及び第２号に係る連携協力を 

求めることを要しない。 

３ 事業所内保育事業を行う者であって、第３８条第２項の規定により

定める利用定員が２０人以上のもの                              

                    については、第１項本文の規定にかかわらず、

連携施設の確保に当たって、同項第１号及び第２号に係る連携協力を

求めることを要しない。 

１０ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の

３第１２項第２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と

認めるもの（付則第４条において「特例保育所型事業所内保育事業者」

という。）については、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の

確保をしないことができる。 

 

１１ （略） ４ （略） 

付 則 付 則 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第４条 特定地域型保育事業者（特例保育所型事業所内保育事業者を除

く。）は、連携施設の確保が著しく困難であって、法第５９条第４号

に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことがで

きると市が認める場合は、第４３条第１項本文の規定にかかわらず、

この条例の施行の日から起算して１５年を経過する日までの間、連携

施設を確保しないことができる。 

第４条 特定地域型保育事業者                                    

      は、連携施設の確保が著しく困難であって、法第５９条第４号

に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことがで

きると市が認める場合は、第４３条第１項本文の規定にかかわらず、

この条例の施行の日から起算して５年  を経過する日までの間、連携

施設を確保しないことができる。 

   付 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

議案第２４号 

甲賀市児童発達支援センター条例の一部を改正する条例の制定について 

上記の議案を提出する。 

令和７年２月１４日 

甲賀市長  岩 永 裕 貴   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   甲賀市児童発達支援センター条例の一部を改正する条例  

 甲賀市児童発達支援センター条例（令和２年甲賀市条例第２６号）の一部を次の

ように改正する。  

 第１条中「に対する日常生活における基本的な動作の指導及び集団生活への適応

訓練並びに障害児等の保護者に対する支援」を「に対し、高度の専門的な知識及び

技術を必要とする児童発達支援を提供し、あわせて障害児等の家族、指定障害児通

所支援事業者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その他の必要な援助」に、

「第４３条第１号」を「第４３条」に、「福祉型児童発達支援センター」を「児童

発達支援センター」に改める。  

 第３条第２号中「第６条の２の２第６項」を「第６条の２の２第５項」に改め、

同条第３号中「第６条の２の２第７項」を「第６条の２の２第６項」に改める。  

   付 則  

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２４号参考資料 

甲賀市児童発達支援センター条例新旧対照表 

改正案 現行 

（設置） （設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第４条第２項に規定する障害児（以下「障害児」という。）及び心身

の発達に課題のある児童（以下「障害児等」という。）に対し、高度

の専門的な知識及び技術を必要とする児童発達支援を提供し、あわせ

て障害児等の家族、指定障害児通所支援事業者その他の関係者に対し、

相談、専門的な助言その他の必要な援助を行うため、法第４３条  

 に規定する児童発達支援センター   （以下「センター」という。）

を設置する。 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第４条第２項に規定する障害児（以下「障害児」という。）及び心身

の発達に課題のある児童（以下「障害児等」という。）に対する日常

生活における基本的な動作の指導及び集団生活への適応訓練並びに障

害児等の保護者に対する支援                  

                  を行うため、法第４３条第１

号に規定する福祉型児童発達支援センター（以下「センター」という。）

を設置する。 

（事業） （事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 法第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援（以下

「保育所等訪問支援」という。）に関する事業 

（２） 法第６条の２の２第６項に規定する保育所等訪問支援（以下

「保育所等訪問支援」という。）に関する事業 

（３） 法第６条の２の２第６項に規定する障害児相談支援（以下「障

害児相談支援」という。）に関する事業 

（３） 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談支援（以下「障

害児相談支援」という。）に関する事業 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

付 則   
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この条例は、公布の日から施行する。  

 



議案第２５号  

 甲賀市子ども・子育て応援団会議条例の一部を改正する条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

令和７年２月１４日  

                                          甲賀市長  岩 永 裕 貴   

  



   甲賀市子ども・子育て応援団会議条例の一部を改正する条例  

 甲賀市子ども・子育て応援団会議条例（平成２５年甲賀市条例第３４号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条中「一人ひとりの子どもの健やかな成長に向け適切な環境を確保するため

の子ども・子育て支援に関する施策（以下「子ども応援施策」という。）の総合的

かつ計画的な推進を図るため」を「全ての子どもが幸せな生活を送ることができる

「こどもまんなか社会」の実現に向けて、子ども・子育て施策を総合的かつ計画的

に推進するため」に改める。 

 第２条各号を次のように改める。 

 （１） こども基本法（令和４年法律第７７号）第１０条第２項に規定する市町

村こども計画の策定及び推進に関する事項について調査審議すること。 

 （２） 子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号）第９条第２項

に規定する市町村子ども・若者計画に関する事項について調査審議すること。 

 （３） こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（平成２５年法律

第６４号）第１０条第２項に規定する市町村こどもの貧困対策推進計画に関す

る事項について調査審議すること。 

 （４） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７２条第１項各号

に規定する事務を処理すること。 

 （５） 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第８条に規定

する市町村行動計画に関する事項を調査審議すること。 

 （６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

 第３条第２項第２号中「（平成２４年法律第６５号）」を削り、同項第５号中

「関係行政機関」の次に「又は関係教育機関」を加え、同項中第６号及び第７号を

削り、第８号を第６号とする。 

 第６条第２項中「過半数」を「半数」に改める。 

   付 則 

 この条例は、令和７年７月１日から施行する。 
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議案第２５号参考資料 

甲賀市子ども・子育て応援団会議条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （目的） （目的） 

第１条 本市の未来を担う全ての子どもが幸せな生活を送ることができ

る「こどもまんなか社会」の実現に向けて、子ども・子育て施策を総

合的かつ計画的に推進するため                                  

  、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づき、甲賀市子ども・子育て応援団会議（以下「会議」とい

う。）を置く。 

第１条 本市の未来を担う一人ひとりの子どもの健やかな成長に向け適

切な環境を確保するための子ども・子育て支援に関する施策（以下

「子ども応援施策」という。）の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づき、甲賀市子ども・子育て応援団会議（以下「会議」とい

う。）を置く。 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事務を所掌する。 第２条 会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） こども基本法（令和４年法律第７７号）第１０条第２項に規

定する市町村こども計画の策定及び推進に関する事項について調査

審議すること。 

（１） 子ども応援施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項

及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

（２） 子ども・若者育成支援推進法（平成２１年法律第７１号）第

９条第２項に規定する市町村子ども・若者計画に関する事項につい

て調査審議すること。 

（２） 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し意見を述べるこ

と。 

（３） こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（平成

２５年法律第６４号）第１０条第２項に規定する市町村こどもの貧

困対策推進計画に関する事項について調査審議すること。 

（３） 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し意見を述べるこ

と。 
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（４） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７２条

第１項各号に規定する事務を処理すること。 

（４） 子ども・子育て支援事業計画に関し意見を述べること。 

（５） 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）第

８条に規定する市町村行動計画に関する事項を調査審議すること。 

 （５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。  

（組織） （組織） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 ２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 子ども・子育て支援法                          第７条第

１項に規定する子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（２） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７条第

１項に規定する子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（３）及び（４） （略） （３）及び（４） （略） 

（５） 関係行政機関又は関係教育機関の職員 （５） 関係行政機関                の職員 

 （６） 関係教育機関の職員 

 （７） 市長が指名する職員 

（６） （略） （８） （略） 

（会議） （会議） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 会議は、委員の半数  が出席しなければ開くことができない。 ２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ （略） ３ （略） 

付 則  
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この条例は、令和７年７月１日から施行する。  

 



議案第２６号 

□甲賀市歴史民俗資料館条例の一部を改正する条例の制定について 

□上記の議案を提出する。 

□□□令和７年２月１４日 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□甲賀市長□□岩□永□裕□貴□□ 

 

 



   甲賀市歴史民俗資料館条例の一部を改正する条例  

 甲賀市歴史民俗資料館条例（平成１６年甲賀市条例第１６６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 別表第１中「木曜日」を「月曜日」に、「金曜日」を「火曜日」に改める。  

   付 則  

 この条例は、令和７年６月１日から施行する。  
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議案第２６号参考資料 

甲賀市歴史民俗資料館条例新旧対照表 

改正案 現行 

（開館時間等） （開館時間等） 

第５条 資料館の開館時間及び休館日は、別表第１のとおりとする。 第５条 資料館の開館時間及び休館日は、別表第１のとおりとする。 

２ （略） ２ （略） 

別表第１（第５条関係） 別表第１（第５条関係） 

名称 開館時間 休館日 

水口歴史民俗資料館 

水口城資料館 

午前１０時から午後

５時まで 

（１） 月曜日、火曜日 

（２） １２月２９日から

翌年１月３日まで 

（略） 
 

名称 開館時間 休館日 

水口歴史民俗資料館 

水口城資料館 

午前１０時から午後

５時まで 

（１） 木曜日、金曜日 

（２） １２月２９日から

翌年１月３日まで 

（略） 
 

   付 則  

 この条例は、令和７年６月１日から施行する。  

 



議案第２７号

甲賀市立学校施設開放条例の一部を改正する条例の制定について

上記の議案を提出する。

令和７年２月１４日

甲賀市長 岩 永 裕 貴



甲賀市立学校施設開放条例の一部を改正する条例

甲賀市立学校施設開放条例（平成１６年甲賀市条例第１７１号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表に次のように加える。

冷暖房設備 体育館（アリ

ーナ）

１時間当

たり

１面 １，０００

体育館（格技

場等）

１時間当

たり

１面 ４００

付 則

この条例は、令和７年５月１日から施行する。
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議案第２７号参考資料

甲賀市立学校施設開放条例新旧対照表

改正案 現行

（開放施設） （開放施設）

第２条 学校開放を行う市立学校の施設（以下「開放施設」という。）

は、別表に掲げる施設とする。

第２条 学校開放を行う市立学校の施設（以下「開放施設」という。）

は、別表に掲げる施設とする。

（使用料） （使用料）

第１０条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料

を納付しなければならない。

第１０条 利用者は、利用の許可を受けたときは、別表に定める使用料

を納付しなければならない。

２ （略） ２ （略）

別表（第２条、第１０条関係）

施設名 区分 金額（円）

（略）

照明設

備

体育館

格技場

１時間

当たり

１面 ４００

１／２面 ２００

グラウンド １面 ６００

１／２面 ３００

冷暖房

設備

体育館（アリ

ーナ）

１時間

当たり
１面 １，０００

体育館（格技

場等）

１時間

当たり
１面 ４００

別表（第２条、第１０条関係）

施設名 区分 金額（円）

（略）

照明設

備

体育館

格技場

１時間

当たり

１面 ４００

１／２面 ２００

グラウンド １面 ６００

１／２面 ３００
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備考

１～５ （略）

備考

１～５ （略）

付 則

この条例は、令和７年５月１日から施行する。



議案第２８号  

 甲賀市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和７年２月１４日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   甲賀市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例  

 甲賀市消防団員等公務災害補償条例（平成１６年甲賀市条例第１８１号）の一部

を次のように改正する。  

 第２条中「（平成１１年法律第１５６号）」を削る。  

 第５条第２項第２号中「９，１００円」を「９，７００円」に改め、同号ただし

書中「１万４，２００円」を「１万４，５００円」に改め、同条第３項中「又は第

３号から第６号までのいずれか」を削り、「２１７円」を「１００円」に、「３３３

円を、」を「３８３円を、第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族につ

いては１人につき２１７円を」に改め、同条第４項中「（以下この項において「特定

期間」という。）」を削り、「特定期間に」を「当該期間に」に改める。  

 別表中「１２，５００」を「１２，９００」に、「１３，３５０」を「１３，７０

０」に、「１４，２００」を「１４，５００」に、「１０，８００」を「１１，３０

０」に、「１１，６５０」を「１２，１００」に、「９，１００」を「９，７００」

に、「９，９５０」を「１０，５００」に改める。  

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の第５条及び別表の規定は、この条例の施行の日以後に

支給すべき事由の生じた損害補償並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以

後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下「傷病補償

年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷

病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係

る傷病補償年金等については、なお従前の例による。  
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議案第２８号参考資料 

甲賀市消防団員等公務災害補償条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （損害補償を受ける権利）  （損害補償を受ける権利） 

第２条 非常勤消防団員又は非常勤水防団員が公務により死亡し、負傷

し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病により死

亡し、若しくは障害の状態となったとき、又は消防法第２５条第１項若

しくは第２項（これらの規定を同法第３６条第８項において準用する場

合を含む。）若しくは第２９条第５項（同法第３０条の２及び第３６条

第８項において準用する場合を含む。）の規定により消防作業に従事し

た者（以下「消防作業従事者」という。）、同法第３５条の１０第１項

の規定により救急業務に協力した者（以下「救急業務協力者」という。）

又は水防法第２４条の規定により水防に従事した者（以下「水防従事者」

という。）若しくは災害対策基本法第６５条第１項（同条第３項（原子

力災害対策特別措置法             第２８条第２項の

規定により読み替えて適用される場合を含む。）において準用する場合

及び原子力災害対策特別措置法第２８条第２項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。）の規定若しくは災害対策基本法第６５条第

２項において準用する同法第６３条第２項の規定による応急措置の業

務に従事した者（以下「応急措置従事者」という。）が消防作業若しく

は水防（以下「消防作業等」という。）に従事し、若しくは救急業務に

協力し、又は応急措置の業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若

第２条 非常勤消防団員又は非常勤水防団員が公務により死亡し、負傷

し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病により死

亡し、若しくは障害の状態となったとき、又は消防法第２５条第１項若

しくは第２項（これらの規定を同法第３６条第８項において準用する場

合を含む。）若しくは第２９条第５項（同法第３０条の２及び第３６条

第８項において準用する場合を含む。）の規定により消防作業に従事し

た者（以下「消防作業従事者」という。）、同法第３５条の１０第１項

の規定により救急業務に協力した者（以下「救急業務協力者」という。）

又は水防法第２４条の規定により水防に従事した者（以下「水防従事者」

という。）若しくは災害対策基本法第６５条第１項（同条第３項（原子

力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２８条第２項の

規定により読み替えて適用される場合を含む。）において準用する場合

及び原子力災害対策特別措置法第２８条第２項の規定により読み替え

て適用される場合を含む。）の規定若しくは災害対策基本法第６５条第

２項において準用する同法第６３条第２項の規定による応急措置の業

務に従事した者（以下「応急措置従事者」という。）が消防作業若しく

は水防（以下「消防作業等」という。）に従事し、若しくは救急業務に

協力し、又は応急措置の業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若



2/5 

しくは疾病にかかり、又は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協

力し、又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病によ

り死亡し、若しくは障害の状態となったときは、市長は、損害補償を受

けるべき者に対して、その者がこの条例によって損害補償を受ける権利

を有する旨を速やかに通知しなければならない。 

しくは疾病にかかり、又は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協

力し、又は応急措置の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病によ

り死亡し、若しくは障害の状態となったときは、市長は、損害補償を受

けるべき者に対して、その者がこの条例によって損害補償を受ける権利

を有する旨を速やかに通知しなければならない。 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 ２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 

（１） 非常勤消防団員又は非常勤水防団員が公務により死亡し、負

傷し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病に

より死亡し、若しくは障害の状態となった場合には、死亡若しくは

負傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因であ

る疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定し

た日（以下「事故発生日」という。）において当該非常勤消防団員

又は非常勤水防団員が属していた階級及び当該階級に任命された日

からの勤務年数に応じて別表に定める額とする。 

（１） 非常勤消防団員又は非常勤水防団員が公務により死亡し、負

傷し、若しくは疾病にかかり、又は公務による負傷若しくは疾病に

より死亡し、若しくは障害の状態となった場合には、死亡若しくは

負傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因であ

る疾病の発生が確定した日若しくは診断により疾病の発生が確定し

た日（以下「事故発生日」という。）において当該非常勤消防団員

又は非常勤水防団員が属していた階級及び当該階級に任命された日

からの勤務年数に応じて別表に定める額とする。 

（２） 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又は応

急措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が消防作業等

に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事

したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防

作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務

に従事したことによる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障

害の状態となった場合には、９，７００円とする。ただし、その額

（２） 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又は応

急措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が消防作業等

に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に従事

したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は消防

作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務

に従事したことによる負傷若しくは疾病により死亡し、若しくは障

害の状態となった場合には、９，１００円とする。ただし、その額
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が、その者の通常得ている収入の日額に比して公正を欠くと認めら

れるときは、１万４，５００円を超えない範囲内においてこれを増

額した額とすることができる。 

が、その者の通常得ている収入の日額に比して公正を欠くと認めら

れるときは、１万４，２００円を超えない範囲内においてこれを増

額した額とすることができる。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員若しくは非常

勤水防団員又は消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者若しく

は応急措置従事者（以下「非常勤消防団員等」という。）の事故発生

日において、他に生計の途がなく主として非常勤消防団員等の扶養を

受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等に

ついては、前項の規定による金額に、第１号                       

            に該当する扶養親族については１人につき１００円を、 

第２号に該当する扶養親族については１人につき３８３円を、第３号 

から第６号までのいずれかに該当する扶養親族については１人につき

２１７円をそれぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。 

３ 次の各号のいずれかに該当する者で、非常勤消防団員若しくは非常

勤水防団員又は消防作業従事者、救急業務協力者、水防従事者若しく

は応急措置従事者（以下「非常勤消防団員等」という。）の事故発生

日において、他に生計の途がなく主として非常勤消防団員等の扶養を

受けていたものを扶養親族とし、扶養親族のある非常勤消防団員等に

ついては、前項の規定による金額に、第１号又は第３号から第６号ま

でのいずれかに該当する扶養親族については１人につき２１７円を、

第２号に該当する扶養親族については１人につき３３３円を、       

                                                               

          それぞれ加算して得た額をもって補償基礎額とする。 

（１） 配偶者（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。） 

（１） 配偶者（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。） 

（２） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 （２） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

（３） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 （３） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

（４） ６０歳以上の父母及び祖父母 （４） ６０歳以上の父母及び祖父母 

（５） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟

妹 

（５） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟

妹 

（６） 重度心身障害者 （６） 重度心身障害者 

４ 扶養親族たる子のうちに１５歳に達する日後の最初の４月１日から

２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間                

４ 扶養親族たる子のうちに１５歳に達する日後の最初の４月１日から

２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間（以下この項にお
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                          にある子がいる非常勤消防団員等につい

ては、前項の規定にかかわらず、１６７円に当該期間にある当該扶養

親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額を

もって補償基礎額とする。 

いて「特定期間」という。）にある子がいる非常勤消防団員等につい

ては、前項の規定にかかわらず、１６７円に特定期間にある当該扶養

親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額を

もって補償基礎額とする。 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

１０年未満 １０年以上２０

年未満 

２０年以上 

団長及び副団長 円 

１２，９００ 

円 

１３，７００ 

円 

１４，５００ 

分団長及び副分団長 １１，３００ １２，１００ １２，９００ 

部長、班長及び団員 ９，７００ １０，５００ １１，３００ 
 

階級 勤務年数 

１０年未満 １０年以上２０

年未満 

２０年以上 

団長及び副団長 円 

１２，５００ 

円 

１３，３５０ 

円 

１４，２００ 

分団長及び副分団長 １０，８００ １１，６５０ １２，５００ 

部長、班長及び団員 ９，１００ ９，９５０  １０，８００ 
 

備考 （略） 備考 （略） 

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の第５条及び別表の規定は、この条例の施行の

日以後に支給すべき事由の生じた損害補償並びに同日前に支給すべき

事由の生じた同日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺

族補償年金（以下「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日
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前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び

同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等

については、なお従前の例による。 

 



議案第２９号  

 甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正する条

例の制定について  

 上記の議案を提出する。  

   令和７年２月１４日  

                      甲賀市長  岩 永 裕 貴   



   甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を  

   改正する条例  

 甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（平成１６年甲賀市

条例第１８２号）の一部を次のように改正する。  

 別表を次のように改める。  

別表（第２条関係）  

  退職報償金支給額表  

階級 勤務年数 

5 年以上 

10 年未満 

10 年以上 

15 年未満 

15 年以上 

20 年未満 

20 年以上 

25 年未満 

25 年以上 

30 年未満 

30 年以上 

35 年未満 

35 年以上 

 円 円 円 円 円 円 円 

団長 239,000 344,000 459,000 594,000 779,000 979,000 1,079,000 

副団長 229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 1,009,000 

分団長 219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 949,000 

副分団長 214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 909,000 

部長及び

班長 

204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 834,000 

団員 200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 789,000 

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職した非常

勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員については、なお

従前の例による。  
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議案第２９号参考資料 

甲賀市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （退職報償金の支給額）  （退職報償金の支給額） 

第２条 退職報償金は、非常勤消防団員として５年以上勤務して退職し

た者に、その者の勤務年数及び階級に応じて別表に掲げる額を支給す

る。 

第２条 退職報償金は、非常勤消防団員として５年以上勤務して退職し

た者に、その者の勤務年数及び階級に応じて別表に掲げる額を支給す

る。 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

退職報償金支給額表 退職報償金支給額表 

階級 勤務年数 

5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

35年未満 

35年以

上 

 円 円 円 円 円 円 円 

団長 239,000 344,000 459,000 594,000 779,000 979,000 1,079,0

00 

副団長 229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 1,009,0

00 

分団長 219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 949,000 

副分団

長 

214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 909,000 

部長及 204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 834,000 

階級 勤務年数 

5年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 

30年以上 

 円 円 円 円 円 円 

団長 

 

239,000 344,000 459,000 594,000 779,000 979,000 

副団長 

 

229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 

分団長 219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000 

副分団

長 

214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000 

部長及 204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000 
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び班長 

団員 200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 789,000 
 

び班長 

団員 200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000 
 

   付 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の別表の規定は、令和７年４月１日以後に退職

した非常勤消防団員について適用し、同日前に退職した非常勤消防団員

については、なお従前の例による。 
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